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新潟水俣病の解決に向けた取り組み強化を求める意見書の提出について 

 

 
このことについて，次のとおり意見書を提出するものとする。 

 

 
  平成２３年１２月２１日提出 

 

    新潟市議会議員             青 木 千 代 子 

同                高 橋 三 義  

同                串 田 修 平  

        同                梅 山  修 

        同                遠 藤  哲 

        同                佐 々 木 薫  

        同                五 十 嵐 完 二 

        同                小 山 哲 夫 

同                栗 原  学 

        同                吉 田 孝 志  

同                山 際  敦 

        同                加 藤 大 弥 

        同                本 図 良 雄 

       同                渡 辺  仁  

 



新潟水俣病の解決に向けた取り組み強化を求める意見書 

 

 

本年３月３日の和解成立を受け，去る５月８日，当時の松本環境大臣が，改めて新潟

に第二の水俣病を引き起こしたことについて謝罪するとともに，「水俣病の取り組みは

これで終わりでなく，これからスタートです」と残された課題の解決に向けて努力する

ことを約束しました。 

 水俣病特措法による申請件数は，昨年５月の手続開始から今年 11 月末までの１年７

カ月の間に 1,122 件を数え，和解した原告数を合わせると，その数は約 1,300 人に達し

ており，改めて水俣病の広がりと深刻さを見せつけるとともに，今なお多数の潜在患者

が存在することをうかがわせます。 

 特措法は「あたう限りすべて救済されること」を解決の原則としており，特措法受け

付けの期限を設けて被害者救済の道を閉ざすことはあってはなりません。同時に，被害

の全容を明らかにすることは，被害の拡大を防止できなかった国の責務であり，水俣病

の教訓を後世に伝えることからも不可欠であります。 

 よって，国会並びに政府におかれては，新潟水俣病の解決に向けて，下記の事項につ

いて早急に取り組まれるよう強く要望します。 

 

                     記 

 

１ 水俣病特措法の申請期限を設けず，恒久的な救済システムを確立すること。 

 

１ すべての被害者を救済するために，阿賀野川流域の住民健康調査の実施及び民間の

医療機関が行う住民検診に協力し，潜在患者の発掘に努めること。 

 

１ なぜ第二の水俣病の発生を防止できなかったのか，行政の立場からしっかり検証す

ること。 

 

以上，地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

  

平成２３年１２月２１日 

新潟市議会議長 

藤 田  隆 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

総務大臣 

財務大臣 

厚生労働大臣 

経済産業大臣 

環境大臣 

あて 


